○○観光政策と税制
税制度は、立法府における予算、法律の議決を通して国民の意識をもっとも正直に反映している。大日本帝国憲法及び日本国憲法の大原則である租税法律主義により、毎年度の法律改正により繰り返し何度もその時代時代を反映した議論がなされてきており、時代を超えた観光政策研究の最大の材料である。税制度は極めて規範性の高いものであり、観光が法的な定義が困難であるところから、現在の税制においては、観光と観光以外を区別して適用されるものとはなっていない。
1937 年北支事件特別税法により奢侈税的性格の強い「物品特別税」が国税として設けられた。引き続き 1938 年支那事変特別税法により「通行税」、「入場税」及び「遊興飲食税」が国税として規定されたが、これらはいずれも現在でも旅行の重要な構成部分であるものに課税するものであった。これらは奢多的消費を抑える名目を併せもって設けられたが、実態は戦費の一部を調達するためのものであり、大衆課税的なものでもあった。従って戦後においても性格を変えながら貴重な税源として息長く存続してきた。このため国会においても観光関係業界からは廃止の陳情がなされてきており、消費税導入を契機に消滅することとなった。入場税等が入場料等に限り課税される奢侈税的性格を持ったものであるのに対して、消費税は対価を得て行われる取引すべてのものに拡大して課税される大衆課税的性格を持ったものであることから、消費税の導入による奢侈的な税の廃止は、非日常のものを対象とするとした奢侈税と日常のもの対象とする大衆課税である消費税の間の違いが少なくなってきている一つの現象ととらえることができる。消費税がわが国より先に導入された韓国においても、 戦前の遊興飲食税の影響を受けていたものが廃止されている。
大正時代には料理店等における遊興及び飲食に対して、県、市町村が遊興税、歓興税を課税していたが、1938 年支那事変特別税法 52 条の 2 により「料理店、貸席、旅館其ノ他命 令ヲ以テ定ムル類似ノ場所ニ於ケル遊興及飲食」に遊興飲食税が国税として課されることになった(市町村に半分交付)。1940 年には遊興飲食税法が制定され規定が整備された。遊興飲食税は終戦後 1947 年再び地方税に移管された。1948 年地方税法改正により、遊興飲食税には遊興、飲食に宿泊も加えられ、同時に市町村税として遊興飲食税附加税が規定された。この場合の宿泊には、簡易宿所及び下宿に係る宿泊も含まれており、まさに大衆課税的であることから、国会に地方税免除の請願が出されていた。遊興飲食税は、シャープ勧告後の 1950 年地方税法の全面改正により、都道府県税とされた。遊興飲食税は財源確保のため広く課税されていたが、1952 年の改正により大衆食堂等における非課税措置がとられ、1954 年大衆旅館に対する免税点が新設され、次第に奢侈税的性格を強めることとなっていった。1961 年遊興飲食税は料理飲食等消費税に改称され、 遊興の文字は削除された。1989 年消費税導入に伴い料理飲食等消費税は特別地方消費税とされ、1998 年に 2001 年度をもって廃止されることが決められた。税制度においては、発足時は飲食(外食)、遊興及び宿泊全体を奢侈的なものと捉えていた。その後の改正により課税対象から大衆消費的ととらえられるものを削除する改正が行われ奢侈的性格を強めてゆくこととなった。しかしながら現代社会の飲食は、所得水準に係らずあらゆる階層のものにとって栄養、カロリー摂取という意識が薄れている。飲食(外食)が奢侈的なものとして日常化すれば、当然遊興飲食税は奢侈税としてではなく大衆課税と意識されことは必然であり、一般的な消費税が導入されれば遊興飲食税が消滅することは必然であった。
観光と税制のかかわりは、ひとつは課税対象として観光資源、観光活動が選択され、税の名称に観光等の字句が用いられる場合である。もうひとつは税の使途を観光振興等に限定し、観光に関する目的税とする場合である。財政民主主義の考え方にたてば、予算は住民の代表である議会において統制されるべきものであり、特定の税目が特定支出に拘束されることは、議会の意思決定を制約することになる。京都市や松島町等の文化観光施設税は観光の字句を用いるものの法定外目的税制度が存在しない時代のものであり、法定外普通税として認可されたものであった。地方交付税制度が機能している間は、目的税を必要とする状況はほとんどの自治体では発生しなかった。普通税にわざわざ観光関連の名称を付する場合は課税対象が観光施設であることを強調する意図があり、その収入を観光振興等に使用する政治的意図をこめる場合もあったが、制度として観光に限定して支出される目的税ではなかった。 本格的な観光に関する目的税は東京都の宿泊税である。国際都市東京の魅力を高めるとともに、観光の振興を図る施策に要する費用に充てるため、法定外目的税として制定された。宿泊等に対する普通税たる特別地方消費税が 2001 年度に廃止された後、改めて目的税たる宿泊税が導入されたため、結果として再び奢侈税的性格を強調しなければならず、一 定額を超えたものに課税されるものとされた。 目的税は、使途が特定されることから、住民ないし納税者に対して負担と受益の関係が 比較的わかりやすいことがメリットとして指摘される。しかしながら目的が制限的で厳格 であれば負担金、手数料に近づく。自治体が観光キャンペーン実施に当たって、地域の観光事業者に負担金を求める受益者負担金や観光地で観光施設整備維持のため利用者に負担金を求める原因者負担金と区別がつかなくなる。その一方で目的が不明確で限定的でなければ普通税に近づく。観光は制度論的に考察すれば概念が不明確であるが、社会的には存在するものであり、目的税として成立しやすい土壌がある。観光地域づくりといった地域振興策として普遍的に採用可能な事業を使途にすれば、その性格は普通税とほとんど変わらないものとなる。
2002 年に制定された沖縄振興特別措置法は、環境保全型自然体験活動について規定している。いわゆるエコツーリズムの先進モデルとしてはガラパゴスで実践されてきたものがあり、ガラパゴス諸島を訪れる旅行者の行動を規制するとともに、旅行者は入域税を支払うこととなっている。この入域税はエクアドルの国庫金には歳入されずに諸島内の八つの関係機関に配分され、全額自然環境の保全、インフラ整備に利用される。2002 年 2 月沖縄県議会においても観光目的税としての入域税導入について質問がなされたが、稲嶺惠一知事は否定的な答弁を行っている。これに対して沖縄県伊是名村においては環境協力税条例（2004 年 12 月 24 日条例第 17 号）が制定され、「村は、環境の美化、環境の保全及び観光施設の維持整備に要する費用に充てるため」の目的税である環境協力税として入域税が徴収されている。同税は、「本村の使用する旅客船及び営業を目的として、場外離着陸場を利用する飛行機若しくは営業を目的として伊平屋伊是名間を往来する渡船」により、本村に入域するもの(高校生以下のもの等を除く)を「入域者」と定義し、入域時ごとに１人 百円の環境協力税を課税している。ガラパゴスにおいて実施されたものを参考に、小笠原で日本初の行政主導による旅行者の行動規制が実施されたとされるものの、行政指導には限界があり、2002 年自然公園法が改正されている。入域税の名称が環境協力税とされるのも、政策目的のウェイトが観光振興よりも環境保全にあることのあらわれである。
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